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中間市居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給の申請等に関する要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」と

いう。）第75条に規定する居宅介護住宅改修費及び施行規則第94条に規定する介護予防住

宅改修費の支給の申請並びにこれらの取扱いについて、他の法令等に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。

（事前申請）

第２条 施行規則第75条第１項又は第94条第１項の規定によりあらかじめ申請書又は書類を

提出するときは、次に掲げる様式により行うものとする。

(１) 介護保険住宅改修支給申請（改修前）（別記第１号様式。以下この条において「申

請書」という。）

(２) 住宅改修が必要な理由書（別記第２号様式。次項において「理由書」という。）

(３) 見積書（別記第３号様式）

(４) 住宅改修に伴う工事予定写真（別記第４号様式）

２ 市長は、当該被保険者に対して居宅介護サービス計画又は介護予防サービス計画（以下

この項において「居宅サービス計画等」という。）が作成されている場合であって、居宅

サービス計画等の記載内容により申請書及び理由書に記載すべき事実を確認することがで

きるときは、当該事実の記載を省略させることができる。

３ 市長は、第１項各号に掲げるもののほか、介護保険法（平成９年法律第123号。以下

「法」という。）第45条第２項又は第57条第２項の規定による審査に必要と認める書類の

提出又は提示を求めることができる。

４ 第１項に規定する申請書若しくは書類又は前項に規定する書類の提出又は提示は、提出

代行者により行うことができる。

（事後申請）

第３条 施行規則第75条第１項又は第94条第１項の規定により住宅改修が完了した後に書類

等を提出するときは、次に掲げる様式により行うものとする。この場合において、施行規

則第75条第１項第６号又は第94条第１項第６号の住宅改修に要した費用に係る領収証は、

任意の様式によることができる。

(１) 介護保険住宅改修費支給申請（改修後）（別記第５号様式）

(２) 内訳書（別記第６号様式）

(３) 住宅改修に伴う工事写真（別記第７号様式）

２ 市長は、前項各号に掲げるもののほか、法第45条第２項又は第57条第２項の規定による

審査に必要と認める書類の提出又は提示を求めることができる。



３ 第１項各号に規定する書類等又は前項に規定する書類の提出又は提示は、提出代行者に

より行うことができる。

（所有者の承諾書）

第４条 施行規則第75条第３項又は第94条第３項の規定に該当する場合に添付する書類は、

住宅改修の承諾についてのお願い（別記第８号様式）によるものとする。ただし、住宅の

所有者が地方公共団体又は地方住宅供給公社である場合であって、当該地方公共団体又は

地方住宅供給公社が承諾に係る独自の書面を有するときは、当該書面によることができる。

（決定通知）

第５条 市長は、第２条の規定による申請があったときは、法第45条第２項又は第57条第２

項の規定による審査の上で許可又は不許可の決定を行い、書面により当該申請を行った者

又は提出代行者に通知するものとする。

２ 市長は、第３条に規定する申請（次条において「事後申請」という。）があったときは、

法第45条第２項又は第57条第２項の規定による審査の上で支給又は不支給の決定を行い、

書面により当該申請を行った者に通知するものとする。

（許可決定の取消し）

第６条 市長は、前条第１項の規定にかかわらず、次に掲げるときのほか、事後申請ができ

ない特段の事情があると認めるときは、同項の許可を取り消すことができる。

(１) 正当な理由なく着工しないとき。

(２) 住宅改修が完了した後、法第200条第１項に規定する期間を経過したにもかかわら

ず、事後申請が行われないとき。

２ 市長は、前項の規定により許可決定の取消しをしたときは、申請者及び提出代行者に通

知するものとする。

（不正の手段による場合の取扱い）

第７条 市長は、偽りその他不正の手段により居宅介護住宅改修費又は介護予防住宅改修費

の支給を受けた者があるときは、法第22条の規定により、当該居宅介護住宅改修費又は介

護予防住宅改修費の額の全部又は一部を徴収するものとする。

（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給

の申請等に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この告示は、平成18年４月１日から施行する。



別記第１号様式（第２条関係）



別記第２号様式（第２条関係）





別記第３号様式（第２条関係）



別記第４号様式（第２条関係）





別記第５号様式（第３条関係）



別記第６号様式（第３条関係）



別記第７号様式（第３条関係）





別記第８号様式（第４条関係）


